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（別記様式第１号） 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業 
 

事業計画（実績）書 
 

団体名                       

区分 
・該当する事業名を○で囲んでください。 

団体支援助成事業  ・  協働助成事業（一般型）  ・  協働助成事業（テーマ希望型） 

事業名  

事業実施期間 令和   年  月   日 から 令和   年   月   日（事業完了(予定)日） まで 

事業目的 

・地域における課題とその背景、事業の目的 

 
 
 
 
 

事業内容 

・具体的な事業内容（いつ、どこで、何を、どのように（誰を対象に）） 

※公益性・独創性・先進性のある内容の場合は、その点についても記載してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施体制 

・責任者、担当者、事業に従事するスタッフ数、協働相手、協働形態・具体的な内容 

 
 
 
 
 

事業効果 

・どのような成果をあげられるか。 ※可能な限り、数値目標を設定してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 

今後の展望 

・今後、事業としてどのように成り立たせていくか。 

 
 
 
 
 
 
 
 

※文字サイズは１１ポイント以上とし、１ページ以内に収まるよう簡潔に記入してください。 

※申請又は報告に応じて、事業計画（実績）書及び事業完了（予定）日の不要文字を削除してください。 
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（別記様式第２号） 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業 
 

収支予算（精算）書 
 

団体名                  

１ 収入の部                                （単位：円） 

区分 予算額 精算額（注１） 比較増減（注１） 摘要 

県補助金         

当該事業による収入         

その他収入         

自己資金         

合計         

 

２ 支出の部                                                               （単位：円） 

区分 予算額 精算額（注 1） 比較増減（注 1） 摘要 

謝金         

旅費         

印刷製本費         

消耗品費・材料購入費         

通信運搬費         

保険料         

使用料         

人件費         

（委託費）         

（備品購入費）         

（修繕費）     

補助対象経費計     

     

     

補助対象外経費計     

合計         

（注 1）収支予算書については、「精算額」及び「比較増減」の欄は記入不要です。 

（注 2）括弧書きの区分は、事業によって認められない場合があるので御注意ください。 

※ 収入及び支出の内訳を摘要欄に記載してください。必要に応じて、別途資料を添付してください（様式任意）。 

※ 申請又は報告に応じて、収支予算（精算）書の不要文字を削除してください。 
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（別記様式第３号） 

令和  年  月  日 

 

 山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業計画変更承認申請書 

 

令和  年  月  日付け消地第    号で交付の決定の通知があった令和８年度山形県 

ＮＰＯ活動促進補助事業について、下記のとおり変更し(、補助金    円の減額承認を受け）

たいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により承認されるよ

う申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

３ 変更後の事業計画書と収支予算書  別添のとおり 

 （変更前と変更後を比較できるように記載すること。） 
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（別記様式第４号） 

令和  年  月  日 

 

山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業中止（廃止）承認申請書 

 

令和  年  月  日付け消地第   号で交付の決定の通知があった令和８年度山形県

ＮＰＯ活動促進補助事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、山形県補助金等の適

正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により承認されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 
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（別記様式第５号） 

令和  年  月  日 

 

山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業遂行状況報告書 

 

令和  年  月  日付け消地第  号で交付の決定の通知があった令和８年度山形県

ＮＰＯ活動促進補助事業について、予定期間内に完了しないと見込まれる（遂行が困難となっ

た）ので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第２号の規定により報告しま

す。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

 

２ 予定期間内に完了しない（遂行が困難となった）理由 
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（別記様式第６号） 

令和  年  月  日 

 

山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助事業実施状況調書 

 

令和  年  月  日付け消地第  号で交付の決定の通知があった令和８年度山形県

ＮＰＯ活動促進補助事業について、山形県補助金等の適正化に関する規則第 12条の規定によ

り、令和８年９月末日までの状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事 業 名  

２ 事 業 費 

事業費の額                  円 

期間中の支出額（概算）            円 

３ 実 施 状 況 

※期間中に実施した内容を箇条書きで簡潔に記入してください。 
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（別記様式第７号） 

令和  年  月  日 

 

山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助金概算払請求書 

 

令和  年  月  日付け消地第  号で交付の決定通知があった令和８年度山形県

ＮＰＯ活動促進補助金について、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額           円 

 

２ 振 込 先 

金融機関名・支店名  

預  金  種  目 普 通  ・  当 座 

口  座  番  号  

口  座  名  義 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 

 

３ 概算払いを必要とする理由 

 

 

 

 

 発行責任者及び担当者 

発行責任者              （連絡先            ） 

担当者                （連絡先            ） 



 

 - 13 - 

（別記様式第８号） 

令和  年  月  日 

 

 山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

財産処分等承認申請書 

 

令和  年  月  日付け消地第   号で交付の決定の通知があった令和８年度山形県

ＮＰＯ活動促進補助金により取得等した財産について、下記のとおり処分したいので、山形県補

助金等の適正化に関する規則第 22条の規定により承認されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

２ 処分する財産（名称、規格、数量等） 

 

 

３ 処分の方法 

 

 

４ 処分する理由 

 

 

５ 添付資料（財産の写真、図面など） 
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（別記様式第９号） 

令和  年  月  日 

 

 山形県知事        殿 

 

申請者 団体名 

住 所 

代表者職・氏名           

 

 

令和８年度山形県ＮＰＯ活動促進補助金に係る消費税仕入控除税額報告書 

 

令和  年  月  日付け消地第   号で交付の決定の通知があった標記補助金に係る

消費税仕入控除税額について、同補助金交付要綱第 10 条第３項の規定に基づき、下記のとおり

報告する。 

 

記 

 

１ 山形県補助金等の適正化に関する規則（昭和 35 年８月県規則第 59 号）第 15 条の規定に

よる確定額 

金         円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（要補助金返還相当額） 

金         円 

 

３ 添付書類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、 

特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 


